
○ 財源構成は、公費（約５割）、現役世代からの支援（約４割）、後期高齢者の保険料（約１割）

○ 現役世代からの支援は、国保・被用者保険の加入者数に応じて支援
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約５割 〔国：都道府県：市町村＝４：１：１〕

後期高齢者の保険料
約１割

後期高齢者支援金（若年者の保険料）
約４割
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支援金納付※

※社会保険診療報酬支払基金を通じて

平成２１年度
私学共済の短期給付掛金率
６．５２％（労使で折半）

平成２１年度予算
私学事業団納付額
約362億円

協会けんぽ
約1兆5,100億円

国保
約1兆7,300億円

健保組合
約1兆4,000億円

【医療保険者の支援金負担額（平成21年度予算ベースの粗い額）】

共済
約4,000億円

平成２１年度
協会けんぽの平均保険料率
８．２％（労使で折半）

後期高齢者支援金の仕組み（平成２１年度まで）

被保険者
（７５歳以上）

各医療保険（国保、被用者保険（協会けんぽ、健保組合、共済））
の被保険者（０～７４歳）

資料２



平成２２年度から平成２４年度までの間について、後期高齢者支援金総額の１／３を総報報酬割
に変更（残り２／３は加入者割のまま）

ただし、平成２２年度は７月以降の実施のため２／９を総報酬割とする。

※社会保険診療報酬支払基金を通じて

平成２２年度
私学共済の短期給付掛金率
６．５２％（労使で折半）

協会けんぽ
約1兆5,800億円

（22年度約1兆6,100億円）

国保
約1兆4,600億円

健保組合
約1兆5,000億円

（22年度約1兆4,800億円）

【医療保険者の支援金負担見直しによる影響額（平成22年度予算ベース）】

共済
約4,700億円
（22年度
約4,600億円）

平成２２年度
協会けんぽの平均保険料率
９．３％程度（労使で折半）

後期高齢者支援金の仕組み（平成２２～２４年度）
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（７５歳以上）

各医療保険（国保、被用者保険（協会けんぽ、健保組合、共済））
の被保険者（０～７４歳）


